
（付録）現行経済計画における主要な

目標に画する参考資料
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1．労働時間

（1）労働時間の推移
（単位：時間、％）

年 度

6 1 佗 鮨 フt 2 3 4 5

値 鞘 聯 澗 a 104 2 ，120 2，1的 2，椚 6 2 ，0舶 2 ，008 1，958 1，抑 9
嗣 開 田 」山 ．3 0．9 Ju ．9 ▲ 1．「 ▲ 1．3 山 ．2 劇 ．7 ▲ a O

瀬 評 「 1，鶴 2 1，9鯛 1，912 1，888 1，859 1，鮎 8 1，814 1，帯 8
前 托 b 0 ．0 0 ．4 ▲ 1．5 劇 ．2 ▲ 1．2 ▲ 1．6 ▲ 1．5 ▲ 1．3
膠 172 182 188 188 185． 170 144 131
酌 乾 坤 ▲ 且 7 6 ．8 5．6 0．4 」岨 9 ▲ 8 6 ▲ 14 ．9 ▲ 9．8

匹 拝期

4／4 －6 7 －9 10－12 討 1－3 4 －6 7 －9 10－12 訂 1－3

縫珊 聞’餉 年間 牡 b ▲ 2．4 ▲ 2．8 ▲ 2．9 ▲ 2 ．6 ▲ 3 ．3 ▲ 1．5 ▲ 2．2 ▲ 0．9

所 定 内

前 f 同 馳 b ▲ 1．3 ▲ 1．7 ▲ 1．7 ▲ 1．7 ▲ 2 ．5 ▲ 0．8 ▲ 1．5 ▲ 0．3

．
闘 帝 都 Ⅲ ▲ 14 ．2 ▲ 15．4 ▲ 16．6 ▲ ほ 0 ▲ 1 1．9 ▲ 9 ．5 ▲ 1 0．0 ▲ 7．9

（備考）労働省「毎月勤労統計調査」により作成。

（2）産業別労働時間の推移
（単位：時間）

産 業
年 度

61 佗 亀 フt 2 3 4 5

産 縮 十 2，1糾 2，120 2・岬 ・ 2 ，076 a 糾 4 2 ，0鴻 1，958 1，90 9

鉱 業 a 2 7 2 ，器 2 2，273 2，260 2，206 2，1個 2 ，135 2，183

残 媒 2，279 2，3（氾 2，267 2 ，盟 7 8，2鳴 2 ，148 2 誹 1 2，08 0

鮎 疎 2・畢 2，166 2．1朗 2．嘩 2，111 2，鵬 6 2 ，脚 1，95 7

電 気 ・カゝ ・離 船 ・

フ嘩 渠 a 瓜 9 2，朗 7 2，034 2 ，∞ 3 1，約 2 1，98 1 1，鋸 6 1，的 8

運 輸 ・通 信 業 2，2 2 2 ，274 2．272 2，5 8 乙 2io 2 ，1封 2 ，123 2，0舗

卸 売 ・4 腺 飲 自店 2，佗 6 2．02 1 1，％ 3 1．9舶 1，924 1，8糾 1，糾 0 1，781

金 融 ・爛 墳菜 1，鶴 9 1，‘92 6 1，9 19 1，843 1，8 19 1，8彿 1，8㈱ 1，795

欄 策 2，058 2．070 2，066 2 ，腿 8 1，〈獄 ） 1，970 1，9 15 1，86 1

サ ー ビ ス業 2，糾 8 ・：2調 5 2，0 18 1，的 8 1，961 1，9馳 1，恥 2 1，氾 2

（備考）労働省「毎月勤労統計調査」により作成。



（3）企業規模別労働時間の推移
（単位：時間）

嘩 棋
年 度

61 佗 協 フt 2 － 3 4 5

絃
労
働

時
間

卸 へ偶　 人 2，125 2，135 2 ，105 2，072 2，的 6 2，の 4 1，959 1，9 10

1（沿 ～ 4臥 2，鴫 9 2，118 2，095 2 ，076 2 ，糾 5 2，m 5 1，959 1，9肺

5脚 人 以 上 2，077 2，1（力 2，個 8 2 ，087 2 ，057 2，017 1，9別 1，913

所

定

内

測 ～甜　 人 1，975 1，974 1，的 2 1，9 13 1，884 1，862 1，8別 1・792

1佃 ～ 4鍋 人 1，926 1，9別 1，恥 4 1，8糾 1，85 1，8諏 1，8 10 1，耶 0

盟0 人 臥 ヒ 1，872 1，8田 1，防 6 1，84 1 1，811 1，798 1，782 1，7位

所

定

外

測 坤 人 150 16 1 16 3 159 1記 142 1缶 1．18

100 ～ 4臥 173 1糾 19 1 1舵 lW 175 14 9 1溺

邪 邦 は 瓢 5 2 17 別 2 2舶 246 2 19 173 1Ⅶ

（備考）労働省「毎月勤労統計調査」により作成。
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如哺乳・幽廟純綿轟．！，l．王事一項

2．東京圏の住宅価格

舶鵬端騙轟

東京圏における新規売出しマンション価格等

釦 蝕 位 鎚 元 2 ・ 3 4 ・一5 ．6

中欧（万円） 634 鶴 ㈱ 6記 730 ● 思 椚5 脱
㌔ 4

価格（万円） a 6お Z 7盟 a 5闇 射閻 民心1 8 1刀 邑鍬） 邑㈱ 4 4お 4 45

申脚 4 2 4 2 毘4 1 0 1 4 8 0 1 1 邑8 良3 鴇 2

床面憤 （Iの 鑑 8 凪 0 亀 2 凪 0 既 9 亀 6 軋 9 凪 3 亀 8 軋2

軒 数 （戸） 乳 7詑 40，477 札肪7 亀 （放）亀 3記 取引8 乳 910 ：狐2個 也㌘0 弘 1（治

70Ⅱf

脾

価賂 巧円） a 卸 ．a 9個 a 8個 4 8的 邑579 G 5認 氏370 説6的 4，ま辺 屯駈8

申脚 4 7 4 5 昆8 1 2 1 6 8 5 1 7 8 4 昆8
鴇 7

四半期別

5 ／1－3 4－6 7－9 10－12 6 ／1－3 4－6

駈4 駈4 肪4 駈4
‰ ㌔ 4

屯惣 4，棚 亀似 4 昭 巫坪 4，甜

毘3 毘2 邑2 毘3
準 1 鞄 3

軋4 ・亀 2 亀 6 阻 9 侃 8 t温1

8 171 坤4伯 ln 7妃 14，恥4 払 1盈 19，9円

屯913 屯咄 屯盤5 4，亀5 屯榔 4，g柑

毘8 毘8 邑8 5 8
鴇 7 鴇 7

※　暫定値

（備考）1．年収は、総務庁「貯蓄動向調査」による京浜地区の勤労者世帯の平均年収である。
2．平成6年の年収は、暫定的に平成5年の年収と同額としており、従って、これに

より試算される年収倍率も暫定値である。

3．マンション価格、床面積及び発売戸数は、㈱不動産経済研究所の調査による東京
都、埼玉県、千葉脾、神奈川県の一都三県における新規売出しマンションの平均

値、総戸数である。

、1



3．利用者の視点に立った27の整備目榛の進捗状況

1

トtJ

Cn

l

軍　 備　 目　 標
計画における数値

最新の進捗状況 1992 年度、1993年度における取 り組み及び達成の見通 し
由　 祝 将来目標‘

体育飽開放用クラブハウス く1991年度＞

約31％

＜1996年度＞

50％程度・

＜1993年度＞ コミュニティ．・スクール整備事業を創疲 （1993年度）
などの施設を備えた公立学 5月現在 コミュニティ・スクール整備事業の概要＜1993年度＞
校数の割合 （生涯学習活動 35．8％ ・クラブハウス整備事業　　 240か所（2，538百万円）
の支援率） ・学校体育照明施設整備事業 211か所（ 598百万円）

・屋内水泳ブール整備事業　　 6か所（ 5開百万円）
・部室整備事業　　　　　　 80か所（1，538百万円）

今後も同事業により目標達成に努力

高齢者や障害者も安全で快 ＜1990年度＞

20％

＜1由昨 度＞

おおむね30％

＜1993年度＞・ 第11次道路整備五箇年計画（1993－97年度）において幅の広い歩
通に利用できる幅の広い歩 見込み 道等の整備を推進
道等の設置率 （広幅貞歩道 22％ 97年度末の幅の広い歩道等の設置率は幅貞．2 m 以上については
等の設置率） 129％、幅員 3 m 以上については15％と想定さ1れ、したがって、

目標値はおおむね達成可能

デイサービスセンター整備 ＜1991年度＞ く今世紀中＞

1万か所

＜1993年度＞ 高齢者保健福祉推進10か年戦略 （ゴール ドプラン）（1990－99年
率 見込み 見込み 度）．に基づき、 1992 年度までに 3，480か所

2630か所 4，330 か所 1993 年度までに 4，330か所
（中学校区に 整備しているところ。
1か所程度） おおむね順調に進捗（なお、1991年度実靖は2，224 カ所）

特別養護老人ホーム整備率 ＜1991年度＞ ＜今世紀中＞

24 万人分の

＜1993年度＞ 高齢者保健福祉推進10か年戦略 （ゴールドプラン）（1990－99年
見込み 見込み 度）に基づき、 1拍2 年度までに　 約19万人分の施設

約18万人分の 202，0柑 人分の 1993 年度までに　 約20万人分の施設
施設 施設 施設 整備しているところ。

順調に進捗（なお、1991年度実績は186，267 人分ゐ施設）

．▼イtl．°r°M．【t・l一一r▼－▼－t．▼．一一一．一1－－1m、．．，－．、・一、、、・・一・・・1－－へいⅠ一一・▼，・叫－．　－．一・・一一・・・一・一l、
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整　 備　 目　 標
計画における数値

最新の進捗状況 1992 年度、1993年度における取 り組み及び達成ゐ見通 し
現　 況 将来目標

老人保健施設整備率 ＜1991年度＞ ＜今世紀中＞

28 万床分の ・

＜1開3年度＞ 高齢者保健福祉推進10か年戦略 （ゴール ドプラン）（1990⊥99年
r見込み 見込み 度）に基づき、1992年度までに約 9 万床分の施設、1993年度ま

約 7 万床分の 113，811 床分の施設 でに約11万床分の施設を整備 しているところ。
施設 施設 おおむね順調に進捗

（なお、1991年度実績は 5飢238 床分の施設）

．e
集中的な降雨による洪水に く1991年度＞

2，900 万人

＜1998年度 ＞

2．300 万人

＜1993年度 ＞ 第 8 次治水事業五億年計画（1992－96年度）において、安全な社
対 して安全の確保が必要と 見込み 会基盤の形成を目指した事業を積極的に推進 しており・・こそのた
される人口 （氾濫防御必要 2，600 万人 めに5 年間で10兆4000億円の事業を実施
人口） 同計画では、96年度末の氾濫防御率を大河川については69％、

中小河川については43％まで向上 させることとしており、計画
終了時点の氾濫区域内の人口に基づいて算定すると、目標はお
おむね達成可能

首都圏に．おける1991年度以 ＜1991～2000年度の目標＞ く1約1年度＞ 住宅金融公庫融資の拡充 （1992、93年度）、ファ′ミリー向け優
降の距離圏別の住宅供給量 0 ～30km　　 約 260万戸 0 ～30ku　 10．2　％ 良貨貸住宅の建設の促進 （税制上の措置、1992年度）、特定優

30～50km　　 約 145万戸 30～50紬　 10．9　％ 良賃貸住宅供給促進事業の創設 （1993年度）等を実施
50km以遠　 約　 25万戸
今計　　　 431万戸

50ku以遠　 10．4　％
合計　　　 10．4　％

1991年度実績値が目標め10％を超えており、今後も達成に努力

排水が公共的主体により街 ＜1990年度＞ ＜おおむね ＜1991年度＞

全　 国 ：47％

補助専業 と連携 しつつ地方単独事業を積極的に括用する緊急下
生処理される人口の割合 見込み 2000年 ＞ 水道整備特定事業 （1992年度）＿、農業集落排水緊急整備事業 （

全国 ：45％ 7割を超える 1993年度）等を創設
三大都市圏 ： 程度 三大都市圏 ：59％ 公共事業関係長期計画 に従い計画的に整備を行っており、今後

57％
地方圏 ：31％

地方圏 ：34％ も球威に向け事業の推進に努力

．「1



整　 備　 目　 標
計画における数値

最新の進捗状況 1992 年度、1993年度における取り組み及び達成の見通し
現　 況 将来目標

ごみの減量処理率 ＜1991年度＞ くおおむね ＜1993年度＞ 第 7次廃棄物処理施設整備計画 （1991－95 年度、1995年度のご
見込み 2000年＞ ．見込み みの減量処理率 84 ％）に基づき計画的な整備 （1992，1993（

80．．8％ ほとんどすべ 83　％程度 予定）年度において新たに、ごみ処理施設 （焼却）についてそ
て れぞれ20件、51件、粗大ごみ処理施設にっいては、8 件、24件

廃棄物再生利用施設については、12件、21件の整備費に対し補
助）を推進
1990年度 79．6 ％、1991年度 80．8 ％と順調に進捗

都市住民等の生活環境保全 く1991年度＞ ＜ 1998 年度＞

約 10mり人

＜1993年度＞ 生活環境保全林整備事業等の予算を措置し、整備を実施。
のために整備された森林の 見込み 見込み 1992年度予算（国費）180 億円
面積 5．5 mり人 7．1mリ人 ・1993年度予算（国費）175 億円

第8次治山事業 5億年計画（1992－鍋年度）に従い計画的に実施
しているところ。・
同計画に基づき目標の達成に向け事業の推進に努力

都市内道路網等の基盤が整 ＜1991年度＞ ＜1996年度＞

約46％

＜1993年度＞ 都市内において道路事業、街路事業、土地区画整理事業、市街
僻された地区の割合 見込み 見込み 地再開発事業を計画的に実施

約38％ 40％ 第11次道路整備5億年計画 （1993－97年度）を推進していく中
で目標はおおむね達成の見込み

歩いて行ける範囲の公園の ＜1990年度＞ ＜1996年度＞

約59％

＜1993年度＞ 生活関連重点化枠を 「近隣、地区公園の整備が特に遅れている
普及率 見込み 見込み 市町村における近隣、地区公園の整備」に充当し、重点的に整

48％ 52％ ‘（精査中） 備
第 5次都市公園等整備 5 ヶ年計画 （1991－95年度）の推進等に
より、達成に努力

T珊FTtq仰PIH▼‾ツ　‾．41¶ヽ．ド…1¶PpすりけHIYlq　　　　’1
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整　 備　 目　 標
計画における数値

最新の進捗状況 1992 年度、1993年度における取り組み及び達成の見通し
現　 況 将来目標

道路において景観や親しみ く1991年度〉 く1996年度〉

42％

く1993年度＞ 良好な生活環境を形成し、道路利用者や沿道の人々に快適な空
に配慮して緑化が行われて 見込み 見込み 間を提供するため、積極的に事業を推進
いる割合 33％ 36％ 1993年度は第11次道路整備五箇年計画 （1993－97年度）の初年

度に当たり、引続き緑化のための施策を推進するとともに、既
存道路の再緑化を推進
同計画において、97年度末における人家連担地の緑化率は44％
と想定され、したがって、目標値はおおむね達成可能

河川において景観や親しみ く199】年度〉 く1996年度〉

18％

＜1993年度＞ 第 8次治水事業五箇年計画において、水と緑豊かな生活環境の
に配慮して緑化が行われて 見込み 見込み 創造を目指した事業によりうるおいある水辺空間の整備など、
いる割合 10％ 15％ 水辺の緑化を積極的に推進

同計画に基づき目標値はおおむね達成可能

急傾斜地において景観や親 く1991年度〉 く1996年度〉

16％

＜1993年度＞ 予算内で緑化に係るものに重点的に予算配分し、1993年度まで
しみに配慮して緑化が行わ 見込み 見込み は目標の達成に向け進捗
れている割合 10％ 13％ 今後93年度～9時 度において、91年度～92年度の事業費の伸び

程度が確保されるならば、整備目標は達成の見込み

港湾において景観や親しみ く1991年度〉 く1996年度〉

2．5 ％を上回る
程度

＜1993年度＞ 1992年度に名古屋港等、93年度に伏木富山港等において整備
に配慮して緑化が行われて 見込み 見込み 第 8次港湾整備五箇年計画 （1991－95年度）の推進等により、
いる割合

1

1．9％ 2．0％ 今後とも目標値を達成するよう着実に推進

、1
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卜J

C⊃

I

登　 備　 目　 標
甘由 こおける数億

最新の進捗状況 1992．年度、1993年度における取り組み及び達成の見通し現 一況 将来目標

漁港において景観や親しみ く1991年度〉 く1996年度＞

2％を上回る

＜1993年度＞ ・漁港環境整備事業予算を措置し、整備を実施。
に配慮して緑化が行われて 見込み 見込み 1992年度予算（国費） 22 億円
いる割合 1 ％ 1．3 ％ 1993年度予算（国費） 32 億円

程度 ・第8次漁港整備長期計画 （1988－93年度）、及び今後策定さ
れる第9次漁港整備長期計画 （1994－99年度）に従い目標の達
成に向け事業の推進に努力

東京圏 こおける鉄道の混雑
率

く1989年度＞

約　 200 ％

＜おおむね2000 ＜1992年度＞

20i ％

1985年の運輸政策密議会答申第7号に基づき、複 線々化や新線
年＞ の建設等の輸送力増強を着実に進めるとともに、時差通勤、‘ラ
180 ％程度 レックスタイム制等の導入の促進の具体的実施に向けて、企業

の労使代表、運輸省、労働省その他の関係省庁をメンバーとす
る快適通勤推進協議会を1993年9 月に設置した。官民「体とな

って一層強力な取り組みを行う予定

道路の平均走行速度 く1990年度＞

23km／h
40km／h

く長期的目標＞

30kl〝h
46km／h

1996年に実施予定の道路交通センサスのデータが得られないと
（大都市圏の人口集中‾ 数値の更新はできないが、バイパス ・環状道路、高規格幹線道
地区）
（地方圏）

路の整備などにより、着実に改善しつつあると期待

中心市街地の駐車場整備地 く1990年度＞

70％

＜1996年度＞

80如

＜1991年度＞ 交通安全事業による駐車場整備、共同駐車場整備促進事業等を
区における一般用の駐車場 見込み 実施
の充足率 72％ （補正後推計） 第11次道路整備 5億年計画 （1993－97年度）に基づく道路事業

による駐車場整備の促進、駐車場法に基づく駐車場の附置義務
条例の制定促進等総合的な駐車対策を行い、達成を図る予定

、一‥・、・‥．＿き，，．・t．・．一4－一柳
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整　 備　 目　 標
計画における数値

最新の進捗状況 1992 年度、11993年度における取り組み及び達成の見通し
現 彿 将来目標

周辺地域から地方中核都市 く1991年度＞

7割台半ば

＜長期的目標＞

8割台半ば

1996年に実施予定の道路交通センサスのデータが得られないと
1時間以内に到達できる人 r 数値の更新はできないが、高規格幹線道路の整備や在来鉄道の
口の割合 高速化などを進めているはか、地域高規格道路の事業着手によ

り、順調に推移しつつあると期待

高規格幹線道路のインター く1990年度・＞

87％

＜長期的目標＞

98％

く1993年度＞ 高規格幹線道路事業費により整備を推進
チェンジへ1時間以内で到 見込み ・ 1992年度末供用延長 1993年度末供用予定延長．．一・r
達できる人口の割合 92％ 5，．929km　　　　　　 6，136紬

1992年度事業費　　 1993年度事業費
2 兆3，648 億円　　 2 兆5，697 億円

高規格幹線道路については、第11次道路整備五箇年計画終了時
（1997 年度末）の整備延長7諸06紬 、長期的な整備目標14，000
血とされており整備目標達成に向けて積極的に事業を推進

90分以内で空港に到達でき く1990年度〉

約80％

くおおむね ＜1992年度＞

約 80 ％

1992年度供用開始空港：神津島、福島
る人口の割合 1 2000年〉 1993年度供用開始空港：石見、新広島

細 5、％ 2000年に二大都市圏以外の地域において、90分以内で空港へ到
達できる人口の割合が約85タ引こなることを目指 し、現第6次空
港整備五箇年計画 （1991－95年度）及び今後策定される第 7次
空港整備五億年計画 （1996－2000年度）に従い、空港整備を着
実に推進

1



整　 備　 目 ．標
計画における数値

最新の進捗涙況 1992 年度、1993年度における取り組み及び達成の見通し
現 渦 将来目標

鉄道により人口20万人以上 ＜1991年度＞

最長6時間程度

＜長期的目標＞

おおむね3時間

目標を達成するために整備新幹線及び幹線鉄道の整備を推進 し
の中核都市から至近の高度 ているところ。
な集積を持った中枢的都市 1993年度の取り組みは以下のとおり
へ到達するまでの所要時間 ム

tコ
・整備新幹線建設事業 （事業費）　 1，699億円 （補正後）

・幹線鉄道活性化事業 （国費）　　　 10億円 （補正後）
・鉄道整備基金による無利子貸付（国費）112億円 （補正後）

内貿ユニットロードクーミ く1990年度〉

約80％

く長期的目標〉

約90％

＜1992年度＞

80．1 ％

1992年度完成 ：塩釜、神戸、宮崎等
ナルに2時間以内で到達で 1993年度完成 （予定） ：塩釜、東京等
きる人口の割合 目標値を21世紀初頭に達成するよう整備を行っており、第8 次

港湾整備五箇年計画 （1開1－95年度）の推進等により、今後と
も着実に推進

外貿コンテナターミナルに く1990年度〉

約60％

く長期的目標〉

準8哨

く1992年度＞

64．3 ％

1992年度完成 ：下関等
2時間以内で到達できる人 1993年度完成 （予定） ：東京、神戸等
ロの割合 目標値を21世紀初頭に達成するよう整備を行っており、第 8次

港湾整備五箇年計画 （1991－95年度）の推進等により、今後と
も着実に推進

（注）＜1993年度＞見込みは一次補正後の見込みである。
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